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平成３１年度内閣府防災部門 

予算案 

 



前年度
予算額

31年度
予算案

対前年
増△減額

○ 災害予防 815 821 6

地震対策の推進 186 230 44

火山災害対策の推進 183 171 △ 12

土砂災害・水害等の災害時における避難対策等の推進 47 62 15

防災計画の充実のための取組推進 10 10 0

実践的な防災行動定着に向けた国民運動の推進 115 111 △ 4

防災を担う人材の育成、訓練の充実 217 189 △ 27

社会全体としての事業継続体制の構築推進 41 33 △ 9

防災ボランティア連携促進 15 15 △ 1

○ 災害応急対応 1,835 1,326 △ 509

中央防災無線網の整備・維持管理等 905 826 △ 78

立川・有明の丘・東扇島施設の維持管理等 153 104 △ 49

災害対応業務標準化の推進 23 25 2

南海トラフ地震等に関する応急対策活動の具体計画の実効性検証 82 70 △ 11

防災情報の収集・伝達機能の強化 674 301 △ 373

○ 災害復旧・復興 2,844 5,292 2,448

被災者支援に関する総合的対策の推進 13 23 10

被災者支援・復興対策の推進 59 69 11

被災者生活再建支援金補助金 600 600 0

災害救助費等負担金 1,882 4,310 2,428

災害弔慰金等負担金 140 140 0

災害援護貸付金 150 150 0

○ その他 739 737 △ 2

国際関係経費 267 265 △ 2

特定地震防災対策施設運営費補助金 251 251 0

その他一般事務処理経費等 221 221 1

6,232 8,176 1,943
（注） 四捨五入の関係で、合計等は必ずしも一致しない。

※復興庁一括計上（東日本大震災分）として、被災者生活再建支援金補助金１０７億円及び災害救助費等負担金等９５億円

予算案

災害時の対応強化・推進 117

中央防災無線網設備の整備 313

災害対策本部予備施設等の改修 269

総合防災情報システムの整備 558

1,257

（単位：百万円）

区 分
（主要事項名）

◆ 平成３１年度予算案

合　計

【参考】　平成３０年度第２次補正予算案
（単位：百万円）

区 分
（主要事項名）

合　計

平成３０年１２月

内閣府防災部門 予算案

平成３１年度予算案 ８，１７６百万円

《平成３０年度第２次補正予算案 １，２５７百万円》
（前年度予算額 ６，２３２百万円）
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平成 31 年度予算案及び平成 30 年度第２次補正予算案における 

内閣府重点施策に対応した事項 

Ⅰ 南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応の推進 

 「南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググループ」の議論を踏ま

え、南海トラフ沿いで大規模地震の発生の可能性が高まった際の具体の防災対応等に

ついて検討を行う。 

【平成 31 年度予算案】６５百万円 （新規） 
（主な施策） 

○防災対応の検討の手順や考え方等が示されたガイドラインの作成、具体的な防災対

応の計画作成のための市町村等への支援

Ⅱ 土砂災害・水害等の災害時における避難対策等の推進 

平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた広域豪雨災害への対応等について検討する。 

【平成 31 年度予算案】６２百万円 （平成 30 年度予算 ４７百万円） 
（主な施策） 

○平成 30 年 7 月豪雨を踏まえたモデル地区における住民避難対策の具体的な検討

○大規模水害時の住民避難に係る検討

・高潮氾濫からの避難を主としてシミュレーション等を実施し、住民避難に係る検討

手法を改善 

《第 2次補正予算案》 ３８百万円 
（主な施策） 

○土砂災害・水害時における避難行動に係る普及啓発

・住民の防災意識向上や避難の実効性向上のための映像の作成 

Ⅲ ＩＣＴの活用による官民の情報共有 

 ＩＣＴの活用により国・地方公共団体・民間が連携して様々な情報を収集・整理し、

災害時の状況を体系的に把握するための仕組み等を構築する。 

【平成 31 年度予算案】１５百万円 （平成 30 年度予算 １３百万円） 
（主な施策） 

○ＩＳＵＴ（災害時情報集約支援チーム）の機能向上に係る課題等の検討、更なる効率

化に向けた都道府県防災情報システムとの連携に係るモデル事例の創出

《第 2次補正予算案》 １５百万円 
（主な施策） 

○ＩＳＵＴの全国運用に向け、地方公共団体が災害対応上必要とする情報の調査と人

工衛星画像等の活用方策についての検討
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　まえた効率的な防災対策の検討が可能となります。
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行います。
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平成３１年度内閣府防災部門 

税制改正概要  



①防災・減災及び交通安全に資する道路の無電柱化の促進に係る課税標準

の特例措置の拡充及び延長 [拡充・延長]

＜税目＞（地方税）固定資産税

概要 

 一般送配電事業者、電気通信事業者、有線放送事業者等が緊急輸送道

路の防災上重要な道路や交通安全上の課題がある道路等で無電柱化を

行う際に新たに取得した電線等に係る固定資産税の課税標準を軽減す

るもの。 

要望結果 

（拡充）対象について、現行の緊急輸送道路に加え、交通安全上の課

題がある道路等（バリアフリー生活関連経路、通学路など）

を追加 

・道路法第３７条に基づき電柱の占用を禁止又は制限して

いる道路の区域    ：課税標準４年間１/２に軽減

・上記以外の緊急輸送道路：課税標準４年間３/４に軽減

（延長）適用期限を３年（平成 31 年４月１日～平成 34 年３月 31 日）

延長 

＜総務省、経済産業省、国土交通省と共管＞ 
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②熊本地震の被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置の拡充 [拡充]

＜税目＞（地方税）固定資産税、都市計画税

概要 

 平成 28 年熊本地震により被災した通常２年度分の特例が適用されて

いる被災住宅用地について、住宅用地として使用することができないと

市町村長が認める場合、適用期間を延長する。 

要望結果 

適用期限を２年（平成 31 年４月１日～平成 33 年３月 31 日）延長 

＜国土交通省と共管＞ 
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内閣府 

郵便番号 １００－８９１４

東京都千代田区永田町１－６－１

中央合同庁舎第８号館３階

内閣府政策統括官（防災担当） 
電話 （０３）５２５３－２１１１（大代表）

ＵＲＬ http://www.bousai.go.jp 




